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ୈ1ষ 令和２年度の不動産市場等の動向

令和２年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けている。
本ষでは、令和２年度における地価の動向、土地取引の動向、土地利用の動向、不動産市
場の動向、不動産投資市場の動向等についてみていく。

� ୈ1અ	 地Ձの動޲

ʢྩ࿨̎೥の地Ձಈ޲ʣ
国土交通省「地価公示」により、令和３年１月１日時点における全国の地価動向をみると、
全用途平均は平成27年以来６年ぶりの下落となり、用途別では、住宅地は平成28年以来５
年ぶり、商業地は平成26年以来７年ぶりの下落となり、工業地は５年連続の上ঢとなったが、
上ঢ率はॖ小した。
三大都市圏の平均変動率でみると、全用途平均・住宅地・商業地のいずれも、平成25年
以来８年ぶりの下落となり、工業地は７年連続の上ঢとなったが、上ঢ率はॖ小した。
地方圏では、全用途平均・商業地は平成29年以来４年ぶり、住宅地は平成30年以来３年
ぶりの下落となり、工業地は4年連続の上ঢとなったが、上ঢ率はॖ小した。地方四市のう
ち、札ຈ市、仙台市、福Ԭ市では、昨年より上ঢ率は減少したものの、ൺֱ的高い上ঢ率が
継続している。
新型コロナウイルス感染症の影響により全体的に需要が弱含みとなっている背景として、
住宅地については、ޏ用・賃金情勢が弱まり需要者が価格に৻重な態度となる中で、取引の
減少、建築費等の上ঢの継続などがあげられる。商業地については、先行き不透明感から需
要者が価格に৻重な態度となる中で、ళฮの賃貸需要やホテル需要の減ୀ、外国人観光٬を
はじめとする国内外からの来๚٬の減少により収益性が著しく低下していることなどがあげ
られる。ただし、住宅地については、低金利環境の継続や住宅取得支援施策等、商業地につ
いては、経済対策や企業の資金繰り支援等を背景に、リーマンショック後の平成21年、平
成22年の地価公示とൺֱすると、落ち込みは小さい（図表1-1-1～3）。
長野県軽井୔町、੩Ԭ県೤海市の೤海駅周辺では、新型コロナウイルス感染症の拡大後に
移住や二地域居住を目的とした住宅需要が増加し、住宅地の地価が上ঢしている。
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図ද1�1�1 地価変動率の推移（年間）
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資料：国土交通省「஍Ձެࣔ」
஫̍：஍Ҭ۠෼͸ҎԼͷͱ͓Γ
ɹɹɹࡾେ౎ݍࢢ：౦ݍژɺେݍࡕɺ໊ݹ԰ݍ
ɹɹɹ౦ɹژɹݍ：ट౎ݍ੔උ๏ʹΑΔط੒֗ࢢ஍ٴͼۙ߫੔උ஍ଳΛؚΉ۠ࢢொଜͷ۠Ҭ
ɹɹɹେɹࡕɹݍـۙ：ݍ੔උ๏ʹΑΔط੒౎۠ࢢҬٴͼۙ߫੔උ۠ҬΛؚΉࢢொଜͷ۠Ҭ
ɹɹɹ໊ ݹ ԰ ொଜͷ۠Ҭࢢ੔උ۠ҬΛؚΉࢢ։ൃ੔උ๏ʹΑΔ౎ݍத෦：ݍ
ɹɹɹ஍ɹํɹࡾ：ݍେ౎ݍࢢΛআ͘஍Ҭ
ɹɹɹͦɹͷɹଞ：஍ํݍͷ͏ͪࡳຈࢢɾઋ୆ࢢɾ޿ౡࢢɾ෱ԬࢢΛআ͍ͨࢢொଜͷ۠Ҭ
஫̎：)��ެࣔ�：ฏ੒��೥஍Ձެࣔ�ʢฏ੒��೥݄̍̍೔ʙฏ੒��೥݄̍̍೔ʣ
ɹɹɹ)��ެࣔ�：ฏ੒��೥஍Ձެࣔ�ʢฏ੒��೥݄̍̍೔ʙฏ੒��೥݄̍̍೔ʣ
ɹɹɹ3̎ެࣔ�：ྩ࿨̎೥஍Ձެࣔ�ʢฏ੒��೥݄̍̍೔ʙྩ࿨̎೥݄̍̍೔ʣ
ɹɹɹ3̏ެࣔ�：ྩ࿨̏೥஍Ձެࣔ�ʢྩ࿨̎೥݄̍̍೔ʙྩ࿨̏೥݄̍̍೔ʣ
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図ද1�1�2 大都市圏における地価の対前年平均変動率の推移ࡾ
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資料：国土交通省「஍Ձެࣔ」
ɹ஫：ࡾେ౎ݍࢢ：౦ݍژɺେݍࡕɺ໊ݹ԰ݍ
ɹɹɹ౦ɹژɹݍ：ट౎ݍ੔උ๏ʹΑΔط੒֗ࢢ஍ٴͼۙ߫੔උ஍ଳΛؚΉ۠ࢢொଜͷ۠Ҭ
ɹɹɹେɹࡕɹݍـۙ：ݍ੔උ๏ʹΑΔط੒౎۠ࢢҬٴͼۙ߫੔උ۠ҬΛؚΉࢢொଜͷ۠Ҭ
ɹɹɹ໊ ݹ ԰ ொଜͷ۠Ҭࢢ੔උ۠ҬΛؚΉࢢ։ൃ੔උ๏ʹΑΔ౎ݍத෦：ݍ
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資料：国土交通省「地価公示」
　注：三大都市圏：東京圏、大ࡕ圏、名古屋圏
　　　　東 京 圏：ट都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域
　　　　大 ࡕ 圏：近ـ圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域
　　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域

図ද1�1�3 地ํ圏における地価の対前年平均変動率の推移
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資料：国土交通省「஍Ձެࣔ」
ɹ஫：「஍ํݍ」ͱ͸ɺࡾେ౎ݍࢢΛআ͘஍ҬΛ͢ࢦ
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資料：国土交通省「地価公示」
　注：「地方圏」とは、三大都市圏を除く地域を指す
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ʢ௕ظ的な地Ձಈ޲ʣ
全国の長期的な地価の動向について、昭和49年以降の地価公示をみると、住宅地・商業
地ともに昭和62年頃から平成３年にかけて大෯な上ঢとなった。
その後、平成19年、平成20年を除き下落が続いた。景気回復や低金利環境等を背景に、
住宅地は平成30年、商業地は平成28年以降上ঢを示していたが、住宅地は平成28年以来５
年ぶりに、商業地は平成26年以来７年ぶりに下落に転じた（図表1-1-4）。

図ද1�1�4 地価の推移（全国）
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ʢ地Ձに関するҙࣝʣ
企業の地価に関する意識についてみると、現在の地価水準の判断に関するDI1（「高い」

と回答した企業の割合から「低い」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、平成31
年１月から令和２年２月まで各地域で上ঢしていたが、令和３年２月は下落した。令和３年
２月調査では、東京都23区内は47�9ポイント、大ࡕ府内は23�8ポイント、その他の地域も
1�4ポイントとなった（図表1-1-5）。

図ද1�1�5 の地価水४の൑அに関する̙Ｉࡏݱ

資料：国土交通省「土஍औҾಈ޲調査」ʢྩ࿨̏೥ʣ
஫̍：̙̞ʹ「͍ߴ」ʵ「௿͍」
஫̎：「͍ߴ」ɺ「௿͍」ͷ਺஋͸ɺ「͍ߴ」ͱճ౴ͨ͠ۀاɺ「௿͍」ͱճ౴ͨ͠ۀاͷ༗ޮճ౴਺ʹ
ɹɹɹର͢ΔͦΕͧΕͷׂ߹ʢˋʣ
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１年後の地価水準の予想に関する̙̞（「上ঢが見込まれる」と回答した企業の割合から
「下落が見込まれる」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、令和３年２月調査では、
各地域で令和２年２月調査から下落しており、東京都23区内はʵ4�3ポイント、大ࡕ府内は
ʵ0�9	ポイント、その他の地域はʵ8�6ポイントとマイナスに転じた（図表1-1-6）。

図ද1�1�6 １年ޙの地価水४の༧想に関する̙Ｉ

資料：国土交通省「土஍औҾಈ޲調査」ʢྩ࿨̏೥ʣ
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஫̎：「্ঢ͕ࠐݟ·ΕΔ」ɺ「Լམ͕ࠐݟ·ΕΔ」ͷ਺஋͸ɺ「্ঢ͕ࠐݟ·ΕΔ」ͱճ౴ͨ͠ۀاɺ
ɹɹɹ「Լམ͕ࠐݟ·ΕΔ」ͱճ౴ͨ͠ۀاͷ༗ޮճ౴਺ʹର͢ΔͦΕͧΕͷׂ߹ʢˋʣ
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東ژ都23۠಺ʢ1೥ޙʣ 大ࡕ෎಺ʢ1೥ޙʣ ͦのଞの地域ʢ1೥ޙʣ

1DIの定義　Di⒎usion	IndeYの略で企業の業況感や設備、ޏ用人数の過不足などの各種判断を指数化したもの 7
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� ୈ2અ	 土地取引の動޲

ʢ土地取引݅਺等の推Ҡʣ
土地取引について、売買による所有権の移転登記の件数でその動向をみると、法務省「法
務統計月報」によれば、令和２年の全国の土地取引件数は約128万件となり、ほぼ横ばいで
推移している（図表1-2-1）。

図ද1�2�1 売買による土地取引件数の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400
ʢສ݅ʣ

49484746
ʢত࿨ʣ

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 ݩ
ʢฏ成ʣ

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 2ʢ೥ʣݩ
ʢྩ࿨ʣ

9

68

128

36

15

999

686868

128128128

363636

151515

資料：๏຿省「๏຿統計݄ใ」ΑΓ国土交通省࡞੒
ɹ஫：ݍҬ۠෼͸ҎԼͷͱ͓Γ
ɹɹɹ౦ ژ ݝ౎ɺਆಸ઒ژɺ౦ݝɺઍ༿ݝۄ࡛：ݍ
ɹɹɹ໊ݹ԰ݍ：Ѫ஌ݝɺࡾॏݝ
ɹɹɹେ ࡕ ݝݿ౎෎ɺฌژ෎ɺࡕେ：ݍ
ɹɹɹ஍ ํ Ҏ֎ͷ஍Ҭه্：ݍ

全国 地方ݍ 東ݍژ 大ݍࡕ ݍ԰ݹ໊

8



企業の土地投資額の動向をみると、日本ۜ行「全国企業୹期経済観測調査」によると、令
和２年度の計画値は全産業で２ஹ6,432ԯ円（前年度ൺ4�9％減）であり、全ての分類で前年
度に対し減少の見込みとなっている（図表1-2-2）。

図ද1�2�2 業の土地౤資額の推移ا
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国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第23条に基づく事後届出の面積及び件数をみる
と、令和２年の面積は37,877ha、件数は15,805件となっており、いずれも前年より減少した
（図表1-2-3）。

図ද1�2�3 事ޙಧ出の໘ੵ及び件数の推移
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ʢ土地取引に関するҙࣝʣ
企業の土地取引に関する意識をみると、国土交通省「土地取引動向調査」によれば、本社
所在地における現在の土地取引の状況に関するDI（「活発」と回答した企業の割合から「不
活発」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、令和３年２月調査において各地域で下
落しており、東京都23区内はʵ3�3ポイント、大ࡕ府内はʵ20�7ポイント、その他の地域は
ʵ24�5ポイントと、マイナスに転じた（図表1-2-4）。
１年後の土地取引の状況に関するDIについては、令和２年２月調査では上ঢに転じた大
府内はʵ4�7ࡕ府内も含め、各地域とも下落しており、東京都23区内はʵ1�0ポイント、大ࡕ
ポイントとマイナスに転じたほか、その他地域もʵ17�1ポイントに下落した（図表1-2-5）。

図ද1�2�4 の土地取引の状況の൑அに関する̙Ｉࡏݱ

資料：国土交通省「土஍औҾಈ޲調査」ʢྩ࿨̏೥ʣ
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஫̎：「ൃ׆」ɺ「ෆൃ׆」ͷ਺஋͸ɺ「ൃ׆」ͱճ౴ͨ͠ۀاɺ「ෆൃ׆」ͱճ౴ͨ͠ۀاͷ༗ޮճ౴਺ʹ
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図ද1�2�5 １年ޙの土地取引の状況の൑அに関する̙Ｉ
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企業の今後１年間における土地のߪ入・売却意向に関する̙̞（「土地のߪ入意向がある」
と回答した企業の割合から「土地の売却意向がある」と回答した企業の割合を差し引いたも
の）は、東京23区内は1�1ポイントに上ঢし、令和３年２月調査で、土地のߪ入意向が売却
意向を上回った。大ࡕ府内、その他地域及び全体はポイントが下降し、土地のߪ入意向が売
却意向を下回った（図表1-2-6）。

図ද1�2�6 入・売٫ҙ向ߪ１年間における土地のޙࠓ

ʢˋϙΠϯτʣ

資料：国土交通省「土஍औҾಈ޲調査」ʢྩ࿨̏೥ʣ
஫̍：̙̞ʹ「ߪೖҙ޲」ʵ「ച٫ҙ޲」
஫̎：「ߪೖҙ޲」ɺ「ച٫ҙ޲」ͷ਺஋͸ɺ土஍ͷߪೖҙ͕޲「͋Δ」ͱճ౴ͨ͠ۀاɺ土஍ͷച٫ҙ͕޲「͋Δ」
ɹɹɹͱճ౴ͨ͠ۀاͷશ༗ޮճ౴਺ʹର͢ΔͦΕͧΕͷׂ߹ʢˋʣ
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今後１年間の自社利用する土地・建物の増加・減少意向に関する̙̞（「土地・建物利用
の増加意向がある」と回答した企業の割合から「土地・建物利用の減少意向がある」と回答
した企業の割合を差し引いたもの）は、東京都23区内、大ࡕ府内並びに全体はポイントが
下落した。その他の地域はポイントが上ঢし、土地・建物利用の増加意向と減少意向が同数
であった（図表1-2-7）。

図ද1�2�7 １年間における自社利用する土地・建物の増加・減গҙ向ޙࠓ
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0�8
0�2

0�8 1�9
2�2

1�7
1�9 2�2

1�2

r1�7

r3�6

r0�3 0�3 0�2

2�5

1�3 1�6
1�4

3�6

5�2
3�9 5�1

2�0

1�7
0�8

0�9

2�8

r4�4

0�0
0�9
1�5

3�2

0�5
1�4

2�0

3�9

2�8

3�3
5�7

6�3

2�4

4�1

4�7

6�5

4�9
3�9

3�6
3�2
2�5

r0�1 0�0
0�1
1�4
1�4

1�5

1�8

1�7

3�2
3�7
3�9

2�6
2�9

r0�7r0�7r0�7
r2�7r2�7r2�7

0�0
1�51�51�5

2�0

5�05�05�0

3�03�03�0 2�5
2�62�62�61�21�21�2 0�7

0�30�30�3

2�72�72�7
2�02�02�0

4�14�14�1 4�0 3�53�53�5
2�92�92�9

0�80�80�8
0�20�20�2

0�80�80�8 1�9
2�2

1�71�71�7
1�9 2�2

1�21�21�2

r1�7

r3�6r3�6r3�6

r0�3 0�3 0�20�20�2

2�5

1�31�31�3 1�61�61�6
1�41�41�4

3�63�63�6

5�25�25�2
3�93�93�9 5�15�15�1

2�02�02�0

1�71�71�7
0�80�80�8

0�90�90�9

2�82�82�8

r4�4r4�4r4�4

0�00�00�0
0�90�90�9
1�51�51�5

3�23�23�2

0�50�50�5
1�41�41�4

2�02�02�0

3�93�93�9

2�82�82�8

3�33�33�3
5�75�75�7

6�36�36�3

2�42�42�4

4�14�14�1

4�74�74�7

6�56�56�5

4�94�94�9
3�93�93�9

3�63�63�6
3�23�23�2
2�52�52�5

r0�1r0�1r0�1 0�00�00�0
0�10�10�1
1�41�41�4
1�41�41�4

1�51�51�5

1�81�81�8

1�71�71�7

3�23�23�2
3�7
3�9

2�6
2�9

ʢ݄ʣ
ʢ೥ʣ

3 9 3 8 2 8 2 8 28 2 2
2

2
3ྩ࿨ݩฏ成23 24 25 26 27

28
28

8
29

2 18 8
30 31

全体 東ژ都23۠಺ 大ࡕ෎಺ ͦのଞの地域
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� ୈ3અ	 土地利用の動޲

ʢ土地利用等の֓گʣ
令和元年における我が国の国土面積は約3,780万haであり、このうち森林が約2,503万ha
と最も多く、次いで農地が約440万haとなっており、これらで全国土面積の約８割を占め
ている。このほか、住宅地、工業用地等の宅地は約197万ha、道路は約141万ha、水面・河
川・水路が約135万ha、原野等が約35万haとなっている（図表1-3-1,2）。

図ද1�3�1 զが国の国土利用の概況

野等ʢ35ສIBʣʢ0�9�ʣݪ

業用地ʢ16ສIBʣʢ0�4�ʣ޻

ಓ࿏ʢ141ສIBʣʢ3�7�ʣ

ͦのଞの宅地ʢ60ສIBʣʢ1�6�ʣ

ਫ໘・Տ઒・ਫ࿏ʢ135ສIBʣʢ3�6�ʣ

住宅地ʢ120ສIBʣʢ3�2�ʣ

資料：国土交通省
ɹ஫：ྩ࿨ݩ೥ͷ਺஋

農地
	440ສIB

	11�6�


森林
	2
503ສIB

	66�2�


ͦのଞ
ʢ330ສIBʣ
ʢ8�7�ʣ

農地
	440ສIB

	11�6�


森林
	2
503ສIB

	66�2�


ͦのଞ
ʢ330ສIBʣ
ʢ8�7�ʣ

図ද1�3�2 զが国の国土利用の推移

ʢສIBɺˋʣ
۠　分

地　໨

ত࿨50೥ʢ1975೥ʣ ত࿨60೥ʢ1985೥ʣ ฏ成7೥ʢ1995೥ʣ ฏ成17೥ʢ2005೥ʣ ฏ成27೥ʢ2015೥ʣ ฏ成30೥ʢ2018೥ʣ ྩ࿨ݩ೥ʢ2019೥ʣ

全　国 大　ࡾ
都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ

都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ
都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ

都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ
都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ

都市ݍ 地方ݍ 全　国 大　ࡾ
都市ݍ 地方ݍ

1ɽ農　　　地 557 80 477 538 72 466 504 66 438 470 61 409 450 56 393 442 55 387 440 55 385
	14�8
 	15�0
 	14�7
 	14�2
 	13�5
 	14�4
 	13�3
 	12�2
 	13�5
 	12�4
 	11�4
 	12�6
 	11�9
 	10�5
 	12�1
 	11�7
 	10�3
 	11�9
 	11�6
 	10�2
 	11�9


2ɽ森　　　林 2
529 324 2
205 2
530 323 2
207 2
514 318 2
195 2
509 316 2
193 2
505 314 2
191 2
503 314 2
190 2
503 314 2
190
	67�0
 	60�7
 	68�0
 	67�0
 	60�3
 	68�1
 	66�5
 	59�3
 	67�7
 	66�4
 	58�8
 	67�7
 	66�3
 	58�5
 	67�6
 	66�2
 	58�4
 	67�5
 	66�2
 	58�3
 	67�5


3ɽݪ　野　等 62 2 60 41 1 40 35 1 34 36 1 35 35 1 34 35 1 34 35 1 33
	1�6
 	0�4
 	1�9
 	1�1
 	0�2
 	1�2
 	0�9
 	0�2
 	1�1
 	1�0
 	0�2
 	1�1
 	0�9
 	0�2
 	1�0
 	0�9
 	0�2
 	1�0
 	0�9
 	0�2
 	1�0


4ɽਫ໘・Տ઒・ਫ࿏ 128 18 110 130 18 112 132 19 113 134 19 115 134 19 115 135 19 116 135 19 116
	3�4
 	3�4
 	3�4
 	3�4
 	3�4
 	3�5
 	3�5
 	3�6
 	3�5
 	3�5
 	3�6
 	3�5
 	3�6
 	3�6
 	3�5
 	3�6
 	3�6
 	3�6
 	3�6
 	3�6
 	3�6


5ɽಓ　　　࿏ 89 19 70 107 23 84 121 25 95 132 27 105 139 28 110 140 29 111 141 29 112
	2�4
 	3�6
 	2�2
 	2�8
 	4�3
 	2�6
 	3�2
 	4�7
 	2�9
 	3�5
 	5�1
 	3�2
 	3�7
 	5�3
 	3�4
 	3�7
 	5�3
 	3�4
 	3�7
 	5�4
 	3�5


6ɽ宅　　　地 124 43 81 150 51 99 170 57 113 185 61 124 193 63 130 196 64 132 197 64 132
	3�3
 	8�1
 	2�5
 	4�0
 	9�6
 	3�0
 	4�5
 	10�6
 	3�5
 	4�9
 	11�3
 	3�8
 	5�1
 	11�8
 	4�0
 	5�2
 	11�9
 	4�1
 	5�2
 	12�0
 	4�1


住　宅　地 79 26 53 92 31 61 102 34 68 112 37 74 118 40 78 120 41 79 120 41 80
	2�1
 	4�9
 	1�6
 	2�4
 	5�7
 	1�9
 	2�7
 	6�4
 	2�1
 	3�0
 	7�0
 	2�3
 	3�1
 	7�4
 	2�4
 	3�2
 	7�5
 	2�4
 	3�2
 	7�6
 	2�5


޻ 業 用 地 14 6 8 15 6� 9 17 6� 11 16 5� 10 15 5 10 16 5 10 16 6 11
	0�4
 	1�1
 	0�2
 	0�4
 	1�1
 	0�3
 	0�5
 	1�1
 	0�3
 	0�4
 	1�0
 	0�3
 	0�4
 	1�0
 	0�3
 	0�4
 	1�0
 	0�3
 	0�4
 	1�0
 	0�3


ͦのଞの宅地 31 11 20 44 15 29 51 17 35 57 18 39 60 18 41 60 18 42 60 18 42
	0�8
 	2�1
 	0�6
 	1�2
 	2�7
 	0�9
 	1�4
 	3�1
 	1�1
 	1�5
 	3�4
 	1�2
 	1�6
 	3�4
 	1�3
 	1�6
 	3�4
 	1�3
 	1�6
 	3�4
 	1�3


7ɽͦ　の　ଞ 286 48 238 283 47 235 303 51 252 312 52 261 324 55 269 329 55 274 330 55 274
	7�6
 	9�0
 	7�3
 	7�5
 	8�8
 	7�3
 	8�0
 	9�4
 	7�8
 	8�3
 	9�6
 	8�0
 	8�6
 	10�2
 	8�3
 	8�7
 	10�3
 	8�4
 	8�7
 	10�3
 	8�5


合　　　計 3
775 534 3
241 3
778 536 3
242 3
778 537 3
242 3
779 537 3
242 3
780 537 3
243 3
780 537 3
242 3
780 537 3
242
	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0
 	100�0


資料：国土交通省
注１：道路は、一般道路、農道及び林道
注２：四ࣺ五入により、内༁の和と合計等との数値が一致しない場合がある
注３：（　）内は、全国・三大都市圏・地方圏ごとの合計の面積に占める割合
　　　三大都市圏：	࡛ 府、ฌ庫県、ಸ良ࡕෞ県、Ѫ知県、三重県、京都府、大ذ、県、ઍ༿県、東京都、神ಸ川県ۄ

県の１都２府８県
　　　地　方　圏：三大都市圏を除く地域
注４：平成23年から地目区分を変更し、従来の「採૲放຀地」、「原野」の区分を統合し、「原野等」とした
注５：平成29年から工業用地の対象を変更し、従来の「従業者10人以上の事業所敷地面積」から「従業者４人以上の

事業所敷地面積」とした
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平成30年の土地利用転換面積は、約21,700haで前年より減少した。主な内༁として、農
林地及び埋立地から都市的土地利用（住宅地、工業用地、公共用地等）への転換面積は約
16,200ha（前年ൺ約800ha増）、農地から林地への転換面積は約3,400ha（前年ൺ約1,300ha
減）となった（図表1-3-3）。

図ද1�3�3 土地利用స換の概況

ʢIBɺˋʣ
೥

用్ ฏ成3 4� 5� 6� 7� 8� 9� 10� 11� 12� 13� 14� 15� 16� 17� 18� 19� 20� 21�

ʢ都市的土地利用ʣ

住　 宅　 地 ʢ21�7ʣ ʢ22�5ʣ ʢ25�3ʣ ʢ31�3ʣ ʢ31�4ʣ ʢ31�2ʣ ʢ33�3ʣ ʢ29�8ʣ ʢ30�8ʣ ʢ32�4ʣ ʢ27�9ʣ ʢ28�5ʣ ʢ31�6ʣ ʢ33�7ʣ ʢ33�1ʣ ʢ32�5ʣ ʢ32�1ʣ ʢ32�6ʣ ʢ34�1ʣ
9
700� 10
400� 9
900� 10
600� 10
600� 10
100� 9
600� 8
100� 7
800� 7
700� 6
100� 5
300� 5
500� 5
800� 5
500� 5
500� 5
300 4
700 4
200�

޻ 業 用 地 ʢ19�2ʣ ʢ17�3ʣ ʢ18�4ʣ ʢ18�6ʣ ʢ18�6ʣ ʢ18�8ʣ ʢ20�5ʣ ʢ17�3ʣ ʢ15�0ʣ ʢ13�4ʣ ʢ12�3ʣ ʢ13�4ʣ ʢ12�1ʣ ʢ11�6ʣ ʢ13�9ʣ ʢ12�4ʣ ʢ15�2ʣ ʢ14�0ʣ ʢ13�8ʣ
8
600� 8
000� 7
200� 6
300� 6
300� 6
100� 5
900� 4
700� 3
800� 3
200� 2
700� 2
500� 2
100� 2
000� 2
300� 2
100� 2
500 2
000 1
700�

公 共 用 地 ʢ23�5ʣ ʢ22�7ʣ ʢ26�6ʣ ʢ23�0ʣ ʢ27�5ʣ ʢ28�1ʣ ʢ27�4ʣ ʢ32�7ʣ ʢ31�2ʣ ʢ28�6ʣ ʢ33�3ʣ ʢ26�9ʣ ʢ25�9ʣ ʢ22�7ʣ ʢ21�1ʣ ʢ22�5ʣ ʢ20�0ʣ ʢ20�3ʣ ʢ22�8ʣ
10
500� 10
500� 10
400� 7
800� 9
300� 9
100� 7
900� 8
900� 7
900� 6
800� 7
300� 5
000� 4
500� 3
900� 3
500� 3
800� 3
300 2
900 2
800�

Ϩδϟʔ施ઃ用地 ʢ21�7ʣ ʢ23�6ʣ ʢ18�2ʣ ʢ13�9ʣ ʢ9�2ʣ ʢ7�1ʣ ʢ2�1ʣ ʢ4�4ʣ ʢ2�0ʣ ʢ1�7ʣ ʢ1�8ʣ ʢ0�5ʣ� ʢ1�1ʣ ʢ1�1ʣ� ʢ1�8ʣ� ʢ1�8ʣ� ʢ1�2ʣ ʢ0�7ʣ ʢ0�8ʣ
9
700� 10
900� 7
100� 4
700� 3
100� 2
300� 600� 1
200� 500� 400� 400� 100� �200� 200� 300� 300� 200 100 100�

ͦのଞの都市的土地利用 ʢ13�9ʣ ʢ13�9ʣ ʢ11�5ʣ ʢ13�3ʣ ʢ13�3ʣ ʢ14�8ʣ ʢ16�7ʣ ʢ15�8ʣ ʢ20�9ʣ ʢ23�9ʣ ʢ24�7ʣ ʢ30�6ʣ ʢ29�3ʣ ʢ30�2ʣ ʢ30�7ʣ ʢ30�8ʣ ʢ32�1ʣ ʢ32�4ʣ ʢ27�6ʣ
6
200� 6
400� 4
500� 4
500� 4
500� 4
800� 4
800� 4
300� 5
300� 5
700� 5
400� 5
700� 5
100� 5
200� 5
100� 5
200� 5
300 4
700 3
400�

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ
44
700� 46
200� 39
100� 33
900� 33
800� 32
400� 28
800� 27
200� 25
300� 23
800� 21
900� 18
600� 17
400� 17
200� 16
600� 16
900� 16
500 14
600 12
300�

ʢ農林業的土地利用ʣ

農 　 　 　 地 ʢ56�9ʣ ʢ63�3ʣ ʢ41�4ʣ ʢ42�3ʣ ʢ42�3ʣ ʢ30�8ʣ ʢ24�0ʣ ʢ29�2ʣ ʢ29�2ʣ ʢ34�8ʣ ʢ17�6ʣ ʢ12�5ʣ ʢ20�0ʣ ʢ17�6ʣ ʢ16�7ʣ ʢ25�0ʣ ʢ35�7ʣ ʢ13�0ʣ ʢ16�7ʣ
2
900� 3
100� 1
200� 1
100� 1
100� 800� 600� 700� 700� 800� 300� 200� 300� 300� 200� 300� 500 300 300�

林 　 　 　 地 ʢ43�1ʣ ʢ36�7ʣ ʢ58�6ʣ ʢ57�7ʣ ʢ57�7ʣ ʢ69�2ʣ ʢ76�0ʣ ʢ70�8ʣ ʢ70�8ʣ ʢ65�2ʣ ʢ82�4ʣ ʢ87�5ʣ ʢ80�0ʣ ʢ82�4ʣ ʢ83�3ʣ ʢ75�0ʣ ʢ64�3ʣ ʢ87�0ʣ ʢ83�3ʣ
2
200� 1
800� 1
700� 1
500� 1
500� 1
800� 1
900� 1
700� 1
700� 1
500� 1
400� 1
400� �1
200� 1
400� 1
000� 900� 900 2
000 1
500�

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ
5
100� 4
900� 2
900� 2
600� 2
600� 2
600� 2
500� 2
400� 2
400� 2
300� 1
700� 1
600� 1
500� 1
700� 1
200� 1
200� 1
400 2
300 1
800�

ͦ の ଞ 7
800� 7
000� 7
600� 6
200� 5
700� 5
400� 5
500� 5
100� 4
500� 4
000� 3
800� 3
700� �3
300� 3
400� 2
900� 3
200� 2
900 2
900 3
300
合　　　計 57
600� 58
100� 49
600� 42
700� 42
100� 40
400� 36
800� 34
700� 32
200� 30
100� 27
400� 23
900� 22
200� 22
200� 20
800� 21
300� 20
600� 20
700� 17
400

೥・సݯ׵
用్

22� 23� 24� 25� 26�
農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計

ʢ都市的土地利用ʣ

住　 宅　 地 ʢ35�3ʣ ʢ37�7ʣ ʢ36�8ʣ ʢ31�7ʣ ʢ25�8ʣ
3
800� 300� 0� 4
100 3
900� 100� 0� 4
000 4
200� 100� 0� 4
300 4
500� �100� 0� 4
400 4
100� 0� 0� 4
100

業　用　地　޻ ʢ14�7ʣ ʢ13�2ʣ ʢ14�5ʣ ʢ15�8ʣ ʢ24�5ʣ
1
200� 500� 0� 1
700 1
000� 400� 0� 1
400 1
100� 600� 0� 1
700 1
000� 1
100� 100� 2
200 1
200� 2
600� 100� 3
900

公　共　用　地 ʢ18�1ʣ ʢ21�7ʣ ʢ19�7ʣ ʢ19�4ʣ ʢ14�5ʣ
1
200� 800� 100� 2
100 1
300� 900� 100� 2
300 1
300� 800� 200� 2
300 1
500� 1
100� 100� 2
700 1
600� 700� 0� 2
300

Ϩδϟʔ施ઃ用地 ʢ0�9ʣ ʢ0�9ʣ ʢ1�7ʣ ʢ0�7ʣ� ʢ0�6ʣ�
100� 0� 0� 100 100� 0� 0� 100 100� 100� 0� 200 100� 0� 0� 100 100� 0� 0� 100

ͦのଞの都市的土地利用 ʢ29�3ʣ ʢ27�4ʣ ʢ29�1ʣ ʢ31�7ʣ ʢ35�8ʣ
3
200� ��� 200� 3
400 2
800� ��� 100� 2
900 3
300� ��� 100� 3
400 4
300� ��� 100� 4
400 5
500�　　　� 200� 5
700

͏ち঎業用地ʢళฮ等施ઃʣ ʢ5�2ʣ ʢ5�7ʣ ʢ6�8ʣ ʢ5�8ʣ ʢ5�0ʣ
600� ��� 0� 600� 600� ��� 0� 600 800� ��� 0� 800 800� ��� 0� 800 800�　　　� ��� 800

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ
9
600� 1
600� 400�11
600 9
000� 1
300� 300�10
600 9
800� 1
600� 300�11
700 11
500� 2
100� 300�13
900 12
400� 3
200� 300�15
900

ʢ農林業的土地利用ʣ

農 　 　 　 地 ʢ14�3ʣ ʢ21�4ʣ ʢ27�3ʣ ʢ12�5ʣ ʢ15�4ʣ
��� 200� ��� 200 ��� 300� ��� 300 � 300� ��� 300 � 100� ��� 100 � 200� ��� 200

林 　 　 　 地 ʢ85�7ʣ ʢ78�6ʣ ʢ72�7ʣ ʢ87�5ʣ ʢ84�6ʣ
1
200� ��� ��� 1
200 1
100� ��� ��� 1
100 800� ��� ��� 800 700� ��� ��� 700 1
100�　　　� ��� 1
100

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ ʢ100ʣ
1
200� 200� 0� 1
400 1
100� 300� 0� 1
400 800� 300� 0� 1
100 700� 100� 0� 800 1
100 200 0 1
300

ͦ　 の　 ଞ 1
500� 1
200� 0� 2
700 1
200� 1
000� 0� 2
200 1
300� 1
000� 0� 2
300 1
600� 1
400� 0� 3
000 1
800� 1
400� 0 3
200
合　　　計 12
300� 3
000� 400�15
700 11
300� 2
600� 300�14
200 12
000� 2
900� 300�15
200 13
800� 3
700� 300�17
800 15
200� 4
800� 300�20
300

೥・సݯ׵
用్

27� 28� 29� 30�
農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計 農地 林地 ຒཱ地 計

ʢ都市的土地利用ʣ

住　 宅　 地 ʢ26�9ʣ ʢ27�9ʣ ʢ25�3ʣ ʢ26�6ʣ
4
200� 0� 0� 4
200 4
200� 100� 0� 4
300 4
000� 100� 0� 4
100 4
100� 0� 0� 4
100

業　用　地　޻ ʢ25�0ʣ ʢ27�3ʣ ʢ24�1ʣ ʢ24�7ʣ
1
000� 2
600� 0� 3
600 1
100� 3
000� 100� 4
200 1
100� 2
700� 100� 3
900 1
100� 2
700 0� 3
800

公　共　用　地 ʢ12�2ʣ ʢ13�6ʣ ʢ9�3ʣ ʢ10�4ʣ
1
300� 600� 0� 1
900 1
300� 700� 100� 2
100 1
100� 400� 0� 1
500 1
300� 300 0� 1
600

Ϩδϟʔ施ઃ用地 ͆ ʢ�6ʣ ʢ0�6ʣ� ʢ0�6ʣ�
100� 0� � 100 100� 0� 0� 100 100� 0� 0� 100 100� 0 0� 100

ͦのଞの都市的土地利用 ʢ35�9ʣ ʢ36�4ʣ ʢ36�4ʣ ʢ42�2ʣ
5
500� ��� 100� 5
600 5
500� � 100� 5
600 5
800� � 100� 5
900 6
400� � 100� 6
500

͏ち঎業用地ʢళฮ等施ઃʣ ʢ4�5ʣ ʢ4�5ʣ ʢ4�3ʣ ʢ3�9ʣ
700� ��� 0� 700 700� � 0� 700 700� � 0� 700 600� � 0� 600

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ106ʣ ʢ100ʣ ʢ105ʣ
12
200� 3
200� 200� 15
600 12
200� 3
800 300� 16
300 12
000� 3
200 200� 15
400 13
000� 3
100 100� 16
200

ʢ農林業的土地利用ʣ

農 　 　 　 地 ʢ7�1ʣ ʢ4�1ʣ ʢ4�1ʣ ʢ2�0ʣ
� 200� ��� 200 � 200 ��� 200 � 200 ��� 200 � 100 ��� 100

林 　 　 　 地 ʢ92�9ʣ ʢ67�3ʣ ʢ95�9ʣ ʢ69�4ʣ
2
600� ��� ��� 2
600 3
300� � ��� 3
300 4
700� � ��� 4
700 3
400� � ��� 3
400

খ　　　計 ʢ100ʣ ʢ71ʣ 100� 71�
2
600� 200 0� 2
800 3
300� 200 0� 3
500 4
700� 200 0� 4
900 3
400� 100 ��� 3
500

ͦ　 の　 ଞ 1
600� 1
200� 0� 2
800 1
000� 1
300 0� 2
300 800� 1
000 0� 1
800 900� 1
100 ��� 2
000
合　　　計 16
500� 4
600� 200� 21
300 16
400� 5
400� 300� 22
100 17
500� 4
400 200� 22
100 17
300� 4
300 100� 21
700

資料：農林水産省、国土交通省の資料に基づき、国土交通省で推計
注１：農地、林地及び埋立地からの転換ベースの面積であり、原野等からの転換面積は含まれていない
注２：農地からの公共用地への転換面積については、農道、農業用排水路等農業的土地利用が一部含まれている
注３：林地からの転換には、１ha未満のものは含まれていない
注４：林地からの転用については、当該年度の新規許可面積に対して変更許可による面積の減が大きければ負数となる

場合がある
注５：十の位を四ࣺ五入。四ࣺ五入の関係で内༁の和が小計又は合計と一致しない場合がある
注６：（　）内は、小計の面積に占める割合である
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ʢ土地利用の推Ҡʣ
全国の宅地供給量の推移をみると、平成30年度の宅地供給量は5,967ha（平成28年度ൺ
6�3％増）で、その内༁は、公的供給が407ha（平成28年度ൺ40％減）、民間供給が5,560ha
（平成28年度ൺ13％増）となっており、近年は6,000ha前後で推移している（図表1-3-4）。

図ද1�3�4 全国の宅地供ྔڅの推移

資料：国土交通省「શ国ͷ୐஍ྔڅڙͷਪҠ」
஫̍：ত࿨��೥͔Βত࿨��೥ͷؒɺ̢�̜ʢϛσΟΞϜάϩεʹॅ୐ͷෑ஍໘ੵʹ֗ࡉ࿏ɺϓϨΠϩοτ౳Λؚ
� Ίͨ΋ͷʣʹΑΓਪ計Λ͕͍ͨͯͬߦɺฏ੒ݩ೥Ҏ߱ʹ͍ͭͯ͸ਪ計ख๏ΛҰ෦ม͠ߋɺॅ୐༻஍ʹ܎Δ
� ෦෼ͷΈΛਪ計͍ͯ͠Δ
஫̎：ެతڅڙͱ͸ɺ	ಠ
౎࠶ࢢੜߏػɺ஍ํެஂڞମ౳ͷެతؔػʹΑΔڅڙɺ͜ΕΒͷؔػͷ土஍۠ը੔
� ཧۀࣄʹΑΔڅڙΛؚΉ
஫̏：ຽؒڅڙͱ͸ɺ্هҎ֎ͷऀۀࣄʹΑΔڅڙΛؚΉ
஫̐：ؠखݝɺٶ৓ٴݝͼ෱ౡݝʹ͓͍ͯ͸ɺฏ੒��ʙ��೥౓ͷ୐஍ྔڅڙʹ͍ͭͯ೶஍ٴͼྛ஍͔Βॅ୐༻
� ஍΁ͷస༻໘ੵΛ計্͍ͯ͠Δ�
஫̑：ฏ੒��೥౓Ҏ߱͸ִ೥ू計
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令和元年度の開発許可面積は2,370ha、土地区画整理事業認可面積は423haとなっており、
いずれも減少している（図表1-3-5）。

図ද1�3�5 ։発ڐ可໘ੵ及び土地区画整理事業ೝ可໘ੵの推移

資料：国土交通省
஫̍：։ൃڐՄͱ͸ɺ౎ࢢ計ը๏ʹͮ͘ج։ൃڐՄͷ͏ͪɺओͱͯ͠ॅ୐ͷ建築ͷ༻ʹ͢ڙΔ໨తͰߦΘΕΔ
ɹɹɹ։ൃߦҝʹ܎Δ΋ͷ
஫̎：։ൃڐՄ໘ੵͷত࿨��ɺ��೥౓ͷ਺஋͸ɺچ「ॅ୐஍଄੒ۀࣄʹؔ͢Δ๏཯」ʹ ΑΔڐՄ໘ੵΛՃ͑ͨ΋ͷ
஫̏：土஍۠ը੔ཧۀࣄೝՄ໘ੵ͸ɺݸਓɾڞಉɺ૊߹ɺެ ࣾެڅڙɺ஍ํॅ୐ߏػੜ࠶ࢢ੓ிɺʢಠʣ౎ߦମɺஂڞ
ɹɹɹߦࢪͷ߹計
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開ൃڐՄ໘ੵ 土地۠画整理ࣄ業ೝՄ໘ੵ
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市街化区域農地面積と生産緑地地区指定面積の推移をみると、平成31年の全国における
市街化区域農地面積は51,120ha、生産緑地地区指定面積は12,497haとなっており、近年はい
ずれも減少܏向である（図表1-3-6）。

図ද1�3�6 市街化区域内の農地໘ੵの推移

ʢ໘ੵɿIBɺ農地཰ɿˋʣ
೥

地域 ত࿨60 ฏ成7 12 17 22 25 30 31

ࢢ
֗
Խ
۠
Ҭ
೶
஍
໘
ੵ

全国ʢ"ʣ 186
787� 118
257� 100
505� 84
552� 71
625� 65
781� 53
831� 51
120
ݍ大都市ࡾ 85
775� 48
127� 40
062� 33
457� 30
771� 27
785� 22
505� 21
374
東ݍژ 40
779� 23
468� 20
094� 16
457� 13
446� 11
927� 9
416� 9
013
東ژ都 8
764� 2
666� 2
013� 1
478� 1
161� 1
003� 811� 763
۠෦ 1
877� 603� 438� 247� 176� 132� 89�

地方ݍ 101
012� 70
130� 60
443� 51
094� 40
854� 37
996� 31
326� 29
746
ੜ
࢈
྘
஍
஍
۠
ࢦ
ఆ
໘
ੵ

全国 15
497 15
381 14
696 14
248 13
859 12
713 12
497
ݍ大都市ࡾ 15
494 15
378 14
690 14
193 13
783 12
627 12
410
東ݍژ 8
695 8
794 8
487 8
157 7
942 7
300 7
181
東ژ都 4
060 3
925 3
746 3
521 3
381 3
100 3
064
۠෦ 591 558 515 472 451 413 407

地方ݍ 2 3 6 55 76 86 87
市 ֗化۠域໘ੵ

ʢ#ʣ
1
342
936� 1
410
296� 1
432
302� 1
434
640 1
440
000 1
447
771 1
451
690 1
451
092

	5�0
 	1�5
 	0�2
 	0�4
 	0�5
 	0�6
 	0�0

農地཰　"ʗ# 13�9� 8�4� 7�0� 5�9� 5�0� 4�5� 3�7� 3�5

資料：総務省「固定資産の価格等の֓要調書」及び国土交通省「都市計画年報」より作成
注１：地域区分は以下のとおり
　　　三大都市圏：東京圏、中部圏及び近ـ圏
　　　　　東京圏：ҵ城県、࡛ۄ県、ઍ༿県、東京都及び神ಸ川県
　　　　　中部圏：੩Ԭ県、Ѫ知県及び三重県
　　　　　近ـ圏：京都府、大ࡕ府、ฌ庫県及びಸ良県
　　　　　地方圏：	三大都市圏以外の道県
注２：各年とも市街化区域農地面積は１月１日現在、生産緑地地区指定面積は３月31日現在の数値
　　　最新のデータについては、市街化区域農地面積が平成31年、生産緑地地区指定面積が平成31年の数値
注３：（　）内は、ࠨ隣の欄に掲載している数値に対する৳び率
注４：市街化区域農地面積には、生産緑地、都市計画施設として定められた公園または緑地の区域等の内の農地面積を

含まない
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市街化区域内農地の転用のための届出面積の推移をみると、平成30年は3,685haで、近年
は3,000ha後半で推移している（図表1-3-7）。

図ද1�3�7 市街化区域内農地のస用のためのಧ出໘ੵの推移

資料�：�೶ྛਫ࢈省「土஍؅ཧ৘ใऩू෼ੳ調査」ʢฏ੒��೥·Ͱʣɺ「೶஍ͷݖརҠಈŋआ௞౳調査」ʢฏ੒��೥ Β͔ʣ
ɹ஫�：�ಧग़͸ɺ֗ࢢԽ۠Ҭ಺೶஍ͷస༻ʹ͍ͭͯ೶ۀҕһձ΁ಧग़͠ ΋ͨͷ
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生産緑地と生産緑地以外の市街化区域内農地の面積をみると、平成31年度の生産緑地は
12,497ha（前年ൺ0�7％増）とඍ増しており、生産緑地以外の市街化区域内農地は10,430ha
（前年ൺ4�3％減）と引続き減少܏向である（図表1-3-8）。

図ද1�3�8 ੜ産྘地とੜ産྘地Ҏ֎の市街化区域内農地の໘ੵの推移

資料：ੜ࢈྘஍Ҏ֎ͷ֗ࢢԽ۠Ҭ಺೶஍：૯຿省「ݻఆ資࢈ͷՁ֨౳ͷ֓ཁ調ॻ」ɹ
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹੜ࢈྘஍：国土交通省「౎ࢢ計ը೥ใ」
஫̍：ੜ࢈྘஍Ҏ֎ͷ֗ࢢԽ۠Ҭ಺೶஍͸ɺ֤೥౓தͷ݄̍̍೔࣌఺ɺੜ࢈྘஍͸ɺ֤೥౓தͷ݄̏��೔࣌఺
஫̎：ੜ࢈྘஍Ҏ֎ͷ֗ࢢԽ۠Ҭ಺೶஍͸ɺࡾେ౎ݍࢢಛఆࢢͷ֗ࢢԽ۠Ҭ಺ʹ͋Δ೶஍
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ʢෆಈ࢈供څ等の推Ҡʣ
令和２年の都市別事務所着工面積については、東京都は約1,203ઍ㎡（前年ൺ12�8％減）
と減少となったが、大ࡕ府は約754ઍ㎡（前年ൺ112�3％増）と大෯に増加し、Ѫ知県は約
390ઍ㎡（前年ൺ8�3％増）と増加した（図表1-3-9）。

図ද1�3�9 都市別事຿所着工໘ੵの推移

ʢઍᶷʣ

ʢ೥ʣݩ
ʢฏ成ʣ
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」

1
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754
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1
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754

390

東ژ都 大ࡕ෎ Ѫ஌ݝ

新設住宅着工戸数については、令和２年は約81�5万戸であり、前年とൺֱすると9�9％の
減少で、全ての圏域で減少となった（図表1-3-10）。

図ද1�3�10 圏域別新設住宅着工戸数の推移
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資料：国土交通省ň建築着工統計調査ŉ
ɹ஫：ݍҬ۠෼͸ҎԼͷͱ͓Γ
ɹɹɹट౎ݝۄ࡛：ݍɺઍ༿ݝɺ౦ژ౎ɺਆಸ઒ݝ
ɹɹɹத෦ذ：ݍෞݝɺ੩ԬݝɺѪ஌ݝɺࡾॏݝ
ɹɹɹۙ࣎：ݍـլݝɺژ౎෎ɺେࡕ෎ɺฌݝݿɺಸྑݝɺ࿨Վݝࢁ
ɹɹɹͦͷଞͷ஍Ҭ：্هҎ֎ͷ஍Ҭ
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18



令和２年のマンションの新規供給戸数については、全国で59,907戸（前年ൺ15�2％減）と
なっており、平成元年以降、最低となった。内༁は、ट都圏が27,228戸（前年ൺ12�8％減）、
近ـ圏が15,195戸（前年ൺ15�7％減）、その他が17,484戸（前年ൺ18�2％減）となり、全ての
圏域で減少となった（図表1-3-11）。

図ද1�3�11 圏域別新築マンションの供څ戸数の推移
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資料：	ג
ෆಈڀݚࡁܦ࢈ॴ「શ国Ϛϯγϣϯࢢ৔ಈ޲」
ɹ஫：ݍҬ۠෼͸ҎԼͷͱ͓Γ
ɹɹɹट౎ݝۄ࡛：ݍɺઍ༿ݝɺ౦ژ౎ɺਆಸ઒ݝ
ɹɹɹۙ࣎：ݍـլݝɺژ౎෎ɺେࡕ෎ɺฌݝݿɺಸྑݝɺ࿨Վݝࢁ
ɹɹɹͦͷଞ：্هҎ֎ͷ஍Ҭ

長期優良住宅認定実績（新築）については、令和元年度は、一戸建ての住宅が106,252戸
で前年度より2�3％減少した一方で、共同住宅等は、1,043戸で前年度より78�0％増加した
（図表1-3-12）。

図ද1�3�12 ௕ظ༏ྑ住宅ೝ定実੷（新築）の推移
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高齢者向け施設のうち、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、介護老人福祉施
設は増加܏向が続いており、特に有料老人ホームは大きく増加している（図表1-3-13）。

図ද1�3�13 高ྸ者向け施設・αービス෇き高ྸ者向け住宅数の推移
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੒��ɾ��೥ 」rɺ「հڅޢ෇අ౳࣮ଶ調査ʢ��݄৹査෼ʣ̡ ฏ੒��ʙ��೥ 」rٴͼ「հڅޢ෇අ౳࣮ଶ統計ʢ��
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ళฮの着工面積及び１౩あたりの床面積については、令和２年は、着工面積が約3,921ઍ
㎡（前年ൺ10�4％減）となり、近年の減少基調が継続している。また、１౩あたりの床面積
は773㎡（前年ൺ16�7％増）と、前年より増加した（図表1-3-14）。

図ද1�3�14 ళฮ着工໘ੵの推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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「大規模小売ళฮ立地法」（平成10年法律第91号）に基づく届出件数については、令和２
年度は、459件（前年度ൺ5�5％増）であり、前年度を上回った（図表1-3-15）。

図ද1�3�15 大規模খ売ళฮ立地๏に基づく新設ಧ出件数の推移

資料：ۀ࢈ࡁܦ省「େن໛খചళฮཱ஍๏ʢେళཱ஍๏ʣͷಧग़ঢ়گʹ͍ͭͯ」
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宿ധ業用建築物の着工面積及び１౩当たりの床面積については、令和元年に引き続き減少
し、着工面積は約1,779ઍ㎡（前年ൺ29�7％減）、１౩当たりの床面積は1,091㎡（前年ൺ0�8％
減）となった（図表1-3-16）。

図ද1�3�16 ॓ധ業用建築物着工໘ੵの推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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また、宿ധ施設の施設数及び٬室数については、令和元年度は、ホテル・ཱྀؗ営業の施設
数が51,004件（前年度ൺ3�0％増）、簡易宿所が37,308件（前年度ൺ5�2％増）、ホテル・ཱྀؗ
営業の٬室数が1,707ઍ室（前年度ൺ3�7％増）と、いずれも前年より増加した（図表1-3-17）。

図ද1�3�17 ॓ധ施設の施設数及び٬室数の推移

資料：ްੜ࿑ಇ省「Ӵੜߦ੓ใྫࠂ」
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令和元年度の工場の立地件数及び立地面積については、立地件数は1,023件（前年ൺ10�4％
減）、立地面積は12,906ha（前年ൺ2�2％減）といずれも前年より減少した（図表1-3-18）。

図ද1�3�18 工場立地件数及び立地໘ੵの推移
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資料：ۀ࢈ࡁܦ省「工৔ཱ஍ಈ޲調査」

ʢIBʣʢ݅ʣ

1
023

12
906

1
023

12
906

ݩ
ʢฏ成ʣ

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 ݩ
ʢྩ࿨ʣ

0

5
000

10
000

15
000

20
000

25
000

30
000

35
000

40
000

45
000

50
000

0

500

1
000

1
500

2
000

2
500

3
000

3
500

4
000

4
500

5
000

場ཱ地݅਺޻ 場ཱ地໘޻ ʢੵӈ࣠ʣ

地域別工場立地件数の割合については、関東内཮、関東臨海、近ـ臨海、地方圏の割合が
低下した一方、東海、近ـ内཮の割合が上ঢし、地方圏を除くと東海の割合が最も多くなっ
ている（図表1-3-19）。

図ද1�3�19 地域別工場立地件数のׂ合
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資料：ۀ࢈ࡁܦ省「工৔ཱ஍ಈ޲調査」
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令和２年度の૔庫の着工面積及び１౩当たりの床面積については、いずれも増加してお
り、着工面積は約11,459ઍ㎡（前年ൺ26�1％増）、１౩当たりの床面積は765㎡（前年ൺ
24�4％増）となった（図表1-3-20）。

図ද1�3�20 倉庫着工໘ੵの推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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平成30年度のற車場整備については、「ற車場法」（昭和32年法律第106号）に基づくෟ置
義務ற車施設が最も多く約3,348ઍ台であり、調査開始以来、増加を続けており、次いで、
届出ற車場が約1,878ઍ台で、５年連続で増加している。都市計画ற車場（約115ઍ台）と
路上ற車場（約0�6ઍ台）は横ばいで推移している（図表1-3-21）。

図ද1�3�21 றं場整備の推移
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総務省「住宅・土地統計調査」によると、平成30年の空き家は、平成25年とൺべ、約29
万戸増加し約849万戸となっている。また、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は
13�6％で、平成25年から0�1ポイント上ঢしている。
空き家の内༁をみると、「賃貸用又は売却用の住宅」が約462万戸、別૳などの「二次的
住宅」が約38万戸、「その他の住宅」が約349万戸となっており、平成25年とൺべると、「賃
貸用又は売却用の住宅」が約２万戸増、「二次的住宅」が約３万戸減、「その他の住宅」が約
31万戸増となっている（図表1-3-22）。

図ද1�3�22 空きՈ数と空きՈ率の推移

資料：૯຿省「ॅ୐ɾ土஍統計調査」ΑΓ国土交通省࡞੒
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� ୈ4અ	 不動産市場の動޲

ʢΦϑΟεࢢ৔のಈ޲ʣ
東京都心５区（ઍ代田区、中ԝ区、港区、新宿区、ौ୩区）では、令和２年1-3月期には
空室率が1�5％となり、平成19年以降最低を更新したが、その後、令和２年10-12月期には
4�3％と大きく上ঢし、平成28年4-6月期以来、４年振りに4�0％を௒えた。平均賃料につい
ては、令和２年10-12月期は、令和２年7-9月期にൺべ下落した（図表1-4-1）。

図ද1�4�1 オフィスビル賃料及び空室率の推移（東京都৺̑区）

ᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚ ᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚ ʢظʣ

ʢ೥ʣ

ᶗᶘᶙᶚ ᶘᶙᶚᶗ

29 30

ᶗ ᶗᶘᶙᶚ

31・ྩ ࿨ݩ

ᶘᶙᶚ

2ฏ成20 21 22 23 24 25 26 27

ᶘᶙᶚᶗ

28

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

12
000

14
000

16
000

18
000

20
000

22
000

24
000

26
000

28
000

30
000

0

ʢˋʣ ʢԁʗ௶ʣ

22
219

4�3

22
21922
21922
219

4�34�34�3

資料：َࡾ঎ࣄ	ג
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ۭࣨ཰ฏۉ௞ྉʢӈ࣠ʣ

東京以外の都市をみると、大ࡕ市及び名古屋市においても、令和２年に入り空室率は上ঢ
した。大ࡕ市及び名古屋市の平均賃料について、令和２年10-12月期は令和２年7-9月期にൺ
べ下落した（図表1-4-2）。
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図ද1�4�2 オフィスビル賃料及び空室率の推移（大阪・໊古԰）
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また、令和２年10-12月期の空室率は令和２年7-9月期にൺべ札ຈ市、福Ԭ市は上ঢし、仙
台市は低下した。平均賃料については、令和２年10-12月期は令和２年7-9月期にൺべ札ຈ
市、福Ԭ市は上ঢし、仙台市は下落した（図表1-4-3）。

図ද1�4�3 オフィスビル賃料及び空室率の推移（札幌・仙台・福岡）
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ʢॅ୐ࢢ৔のಈ޲ʣ
新築マンション価格については、１㎡あたり単価が、ट都圏は令和２年1-3月期には100
万円を௒えたが、その後は下落し、令和元年と同水準となっている。近ـ圏は一度下落した
が令和２年7-9月期に大きく上ঢし70万円台前後で推移している。平均価格は、ट都圏は令
和２年1-3月期には７ઍ万円を௒えたがその後下落しており、近ـ圏は４ઍ万円前後で推移
している（図表1-4-4）。

図ද1�4�4 首都圏・ۙـ圏の新築マンション価格の推移
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令和２年のマンションの在庫戸数と契約率については、在庫戸数は、ट都圏は横ばいで推
移し、8,905戸であり、近ـ圏は大きく増加し、3,595戸であった。
また、ट都圏の契約率について令和元年にൺべ令和２年は上ঢし、近ـ圏の契約率につい
て令和元年にൺべ令和２年は下落している（図表1-4-5）。

図ද1�4�5 首都圏・ۙـ圏のマンションのࡏ庫戸数とܖ約率の推移
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賃貸マンションの賃料指数の推移をみると、令和２年10-12月期は、東京23区で115�6とな
り、緩やかな上ঢが続いている。また、大ࡕ市で124�6となり、上ঢ基調にある（図表1-4-6）。

図ද1�4�6 東京2�区・大阪市のマンション賃料指数の推移
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中古マンション市場の動向をみると、令和２年は、成約平均価格が、ट都圏で3,599万円
（前年ൺ4�6％増）、近ـ圏で2,337万円（前年ൺ1�2％増）であり、上ঢ基調が続いている。
また、成約件数は、ट都圏が35,825戸（前年ൺ6�0％減）、近ـ圏では16,862戸（前年ൺ5�6％
減）となり、いずれの圏域も減少となった（図表1-4-7）。

図ද1�4�7 首都圏・ۙـ圏におけるத古マンション成約件数及び成約平均価格の推移
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また、令和２年の中古戸建住宅市場については、成約戸数は、ट都圏で13,348戸と前年か
らඍ増となり、近ـ圏では14,549戸と前年ൺ4�8％増となり、成約平均価格は、ट都圏で
3,110万円、近ـ圏で2,226万円といずれも前年からおおむͶ横ばいで推移した（図表1-4-8）。

図ද1�4�8 首都圏・ۙـ圏におけるத古戸建住宅の成約戸数及び成約平均価格の推移
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既存住宅流通シェアの動向をみると、直近では減少܏向であったが、平成30年は14�5％
となり、４年振りにシェアが増加した。なお、既存住宅取引戸数及び新設着工戸数は、おお
むͶ横ばいで推移している（図表1-4-9）。

図ද1�4�9 ଘ住宅流通シェアの推移ط
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ʢళฮɺ॓ധ施ઃɺ෺ྲྀ施ઃのࢢ৔のಈ޲ʣ
主要都市のళฮ賃料の推移をみると、令和２年10-12月期は、東京・横඿で32,869円/௶

（対前年同月期ൺ2�6％減）、京都・大ࡕ・神戸で18,637円/௶（対前年同月期ൺ17�6％増）、
名古屋で16,767円/௶（対前年同月期ൺ6�4％増）、札ຈで13,338円/௶（対前年同月期ൺ
15�5％増）、福Ԭで19,054円/௶（対前年同月期ൺ21�7％増）となり、東京・横඿以外の都市
で上ঢとなった（図表1-4-10）。

図ද1�4�10 ओ要都市のళฮ賃料の推移
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令和元年のཱྀؗ・ホテルの٬室Ք働率については、いずれも昨年と横ばいで推移している
（図表1-4-11）。

図ද1�4�11 ཱྀ館・ϗテルの٬室Քಇ率の推移
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ट都圏における物流施設の市況をみると、令和２年は、ट都圏４エリア全てで賃料が上ঢ
基調であり、空室率についても低水準である（図表1-4-12）。

図ද1�4�12 首都圏における物流施設の賃料と空室率
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� ୈ5અ	 不動産投資市場の動޲

ʢෆಈ݊ূ࢈Խࢢ৔のಈ޲ʣ
不動産証券化には、主なスキームとして、①「投資信ୗ及び投資法人に関する法律」（昭
和26年法律第198号）に基づく不動産投資信ୗ（リート）、②「不動産特定共同事業法」（平
成６年法律第77号）に基づく不動産特定共同事業、③「資産の流動化に関する法律」（平成
10年法律第105号）に基づく特定目的会社（TMK）、④合同会社を資産保有主体として、ಗ
名組合出資等で資金調達を行うGKôTKスキーム（合同会社ʵಗ名組合方式）等がある。
政府の成長戦略における令和２年頃までにリート等（上記①及び②）の資産総額を約30
ஹ円にすることを目指す不動産投資市場の成長目標「未来投資戦略2017」（平成29年６月９
日閣議決定）の実現に向けて、令和２年３月末時点の資産総額は、約26�6ஹ円となってい
る。その取得した不動産の主な用途について資産額ベースでみると、令和元年度は事務所が
21�1％、住宅が12�5％、商業施設が10�7％、૔庫が28�9％、ホテル・ཱྀؗが19�3％、ϔルスέ
ア施設が0�5％となった（図表1-5-1,2）。

図ද1�5�1 リート等の資産૯額の推移
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図ද1�5�2 リート等の用్別資産取ಘ額のׂ合
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ʢ+ Ϧʔτࢢ৔のಈ޲ʣ
J	リートについて、令和３年３月末現在、61໏ฑが東京証券取引所に上場されており、不
動産投資証券の時価総額は約16�3ஹ円となっている（図表1-5-3）。

図ද1�5�3 ̟リート上場໏ฑ数と時価૯額の推移
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J	リート市場全体の値動きを示す東証REIT指数は、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、令和２年３月には1,145ポイントと平成25年1月以来の安値まで下落したが、緊
急事態એ言が段階的に解除されたことで経済活動再開の期待が高まり、令和２年５月末には
1,700ポイント台まで回復した。その後、Ԥ米での新型コロナウイルス感染症拡大による投
資家心理の悪化等により同年10月末に1,600ポイント前半まで下落したものの、新型コロナ
ウイルス感染症のワクチン開発の進展等を背景に、令和３年３月末には2,013ポイントと令
和２年３月以来となる2,000ポイント台まで回復した（図表1-5-4）。

図ද1�5�4 東ূR&IT指数と日ܦ平均株価の推移
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投資部門別̟リート売買動向を令和２年の売却金額とߪ入金額の合計金額ベースでみる
と、海外投資家が68�3％、国内個人投資家が10�9％、証券会社が0�6％、投資信ୗが9�3％、
事業法人が1�0％、金融機関が9�6％を占めており、海外投資家の動向が̟リート市場に与え
る影響は大きい（図表1-5-5）。

図ද1�5�5 ౤資෦໳別の+リート売買動向
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ʢۚࢿ調ୡڥ؀のಈ޲ʣ
企業の資金調達環境については、日本ۜ行「全国企業୹期経済観測調査」における資金繰
り判断DI（「ָである」との回答者数構成ൺから「ۤしい」との回答者数構成ൺを差し引い
たもの）によれば、令和２年1-3月期に全産業、不動産業ともにポイントが大きく下落して
いるが、令和２年9-12月期では上ঢ基調となっている（図表1-5-6）。

図ද1�5�6 資金܁り൑அ̙Ｉの推移

資料：೔ຊۜߦ「શ国ۀا୹؍ࡁܦظଌ調査」ΑΓ国土交通省࡞੒
ɹ஫：̙̞͸「ָͰ͋Δ」ʢճ౴ࣾ਺ߏ੒ൺʣɻ 「͍ۤ͠」ʢճ౴ࣾ਺ߏ੒ൺʣ

ᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚᶗᶘᶙᶚ
21

ᶗᶘᶙᶚ
ฏ成20 22 23 24 25 26 27

ᶗᶘᶙᶚ
28

ᶗᶘᶙᶚ
29

ᶗᶘᶙᶚ
30

ᶗᶘᶙᶚ
31・ྩ ࿨ݩ

ᶗᶘᶙᶚ
2

ʢظʣ
ʢ೥ʣ

ʢˋϙΠϯτʣ

ô20

ô15

ô10

ô5

0

5

10

15

20

25

13�

3�

5�
7�

15�

4� 5�
6�

13�13�13�

3�3�3�

5�5�5�
7�7�7�

15�15�15�

4�4�4� 5�5�5�
6�6�6�

全産業 不動産業

36



ʢෆಈ͚޲ۀ࢈のିग़ಈ޲ʣ
ۜ行等による不動産業向け新規貸出については、日本ۜ行「貸出先別貸出金」をみると、
令和２年は前年から減少し10ஹ6,003ԯ円となっている（図表1-5-7）。

図ද1�5�7 ෆ動産業向け新規ି出の推移
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また、ۜ行等による不動産業向け貸出残高については、日本ۜ行「貸出先別貸出残高」を
みると、引き続き増加܏向がݦ著であり、令和２年は昭和60年以降過去最高の83ஹ6,349ԯ
円となっている（図表1-5-8）。

図ද1�5�8 ෆ動産業向けି出࢒高の推移
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� ୈ6અ	 土地・不動産の所有・利用・管理に関するҙࣝ

ʢࠃຽの土地・ෆಈ࢈に関するҙࣝʣ
国民にとって、土地の所有は、生活の基盤である住宅用地等としての目的だけでなく、資
産としての目的を有する。
国土交通省では「土地問題に関する国民の意識調査」2（以下「意識調査」という。）を毎
年行っているが、令和２年度においては新型コロナウイルス感染症の影響により、調査方法
をこれまでの面接ௌ取法から༣送法に変更して実施した。
令和２年度の意識調査によると、「土地は༬貯金やג式などにൺべて有利な資産か」とい
う質問に対し、「そうࢥう」と回答した者の割合は21�5％、「そうࢥわない」と回答した者の
割合は27�3％、「どちらともいえない」と答えた者の割合が31�2％となった。過去の意識調
査結果では、平成21年度意識調査から令和元年度意識調査まで「そうはࢥわない」の割合
が「そうࢥう」の割合を上回る結果が続いており、今回意識調査でも「そうはࢥわない」の
割合が「そうࢥう」の割合を上回った。
これらの回答を土地の所有の有無別にみると、土地所有者のうち「そうࢥう」と回答した
者の割合は24�4％、土地を所有していない者のうち「そうࢥう」と回答した者の割合は
17�2％となっており、土地所有者の方が「そうࢥう」と回答した割合が高くなった。また、
都市圏別にみると、「そうࢥう」と回答した者の割合が大都市圏で24�5％、地方圏で19�4％
となっており、大都市圏が地方圏より高くなった（図表1-6-1）。

図ද1�6�1 土地͸༬ஷ金や株式なͲにൺ΂て༗利な資産か
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͏ࢥ͏ͦ Ͳちらと΋い͑ない Θからない ͦ͏͸ࢥΘない ແճ౴

2 	「土地問題に関する国民の意識調査」（令和２年度調査対象）：・฼集団、全国の市区長町村に居住する満20ࡀ以上の者。	
・標本数、3,000人。・抽出法、層化２段無作為抽出法。・有効回答数、1,618人（有効回答率53�9％）。	
調査期間：令和２年12月３日～令和３年２月５日38



「そうࢥう」と回答した者にその理由をฉいたところ、「土地は生活や生産に有用だ（役に
立つ）」と回答した者の割合が34�2％と最も高く、「土地はいくら使っても減りもしなければ、
古くもならない、なくならない（物理的に滅失しない）」と回答した者の割合は、32�2％と
なった。「土地は生活や生産に有用だ（役に立つ）」「土地はいくら使っても減りもしなけれ
ば、古くもならない、なくならない（物理的に滅失しない）」が上位２項目であるのは、前
回意識調査と同じである（図表1-6-2）。

図ද1�6�2 土地を資産として༗利と͑ߟる理༝

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
ɹ஫：「஍Ձ͸େ͖͘Լམ͢ΔϦεΫ͕খ͍͞」ɺ「஍Ձ্ঢʹΑΔ஋্͕Γӹ͕ظ଴Ͱ͖Δ」ͷબ୒ࢶ͸
ɹɹɹฏ੒��೥౓調査ΑΓ௥Ճ
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土地͸いくら࢖ てͬ΋ݮり΋͠なけΕ͹ɺݹく΋ならないɺなくならないʢ෺理的に໓ࣦ͠ないʣ
土地͸生活΍生産に有用 ʢͩ໾にཱつʣ
Ձ֨のม動リスクの大͖いࣜג等とൺ΂てɺ地Ձ͕大͖くԼམするリスク͸খ͞い
௕い໨ͰΈΕ͹ɺ地Ձ上ঢによる஋上͕りӹ͕ظ଴Ͱ͖る
土地を保有͠ていると৴用力͕ߴまりɺ༥資をडける際に有利Ͱ͋る
地Ձ͸自分の࿑力΍資本の投Լによらͣɺपลの開ൃなͲにより上ঢするためɺ土地への投資͸
΄かの資産への投資にൺ΂て有利Ͱ͋る
ͦのଞ Θからない

「そうࢥわない」と回答した者にその理由をฉいたところ、「土地は༬貯金などにൺべて、
維持管理にかかるコスト負担が大きいから」が42�3％と最も高く、以下、「不動産である土
地はג式などとൺべて流動性が低く、運用方法が限定的であるから」が19�2％、「地価は自
然災害や周辺開発等の影響を受けると、下落するリスクが大きいから」が16�7％、「地価上
ঢによる୹期的な値上がり益が期待できないから」が13�6％の順となった（図表1-6-3）。

図ද1�6�3 土地を資産として༗利と͑ߟない理༝

ʢ�ʣ

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
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地Ձ上ঢによる୹ظ的な஋上͕りӹ͕ظ଴Ͱ͖ないから
地Ձ͸自વ災害΍पล開ൃ等のӨڹをडけるとɺԼམするリスク͕大͖いから

土地͸༬ஷ金なͲにൺ΂てɺҡ࣋管理にかかるίスτෛ担͕大͖いから

Θからない
不動産Ͱ͋る土地͸ࣜגなͲとൺ΂てྲྀ動ੑ͕低くɺ運用方๏͕ݶ定的Ͱ͋るから
ͦのଞ ແճ౴
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次に、「土地を所有したいか」という質問に対し、「所有したい」と回答した者の割合は、
43�1％となり、「所有したくない」と回答した者の割合は、25�3％となった。一方で、「どち
らともいえない」が30�0％となった（図表1-6-4）。

図ද1�6�4 土地を所༗したいと͏ࢥか

ʢ�ʣ

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
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所有͠たい 所有͠たくない Ͳちらと΋い͑ない Θからない ແճ౴

「土地を所有したい」と回答した者にその理由をฉいたところ、「居住用住宅等の用地とし
て自らで利用したいから」と回答した者の割合が62�2％と最も高く、次いで、「子供や家଒
に財産として残したい（相続させたい）から」が28�5％と高かった（図表1-6-5）。これらの
順位は、令和元年度意識調査の順位と同じであった。

図ද1�6�5 土地を所༗したいと͏ࢥ理༝

ʢ�ʣ

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
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ͦのଞ
自らのࣾձ的ධՁ΍地Ґの޲上にӨڹするから
Θからない ແճ౴

また、「土地を所有したくない」と回答した者にその理由をฉいたところ、「所有するだけ
で費用や手間がかかるから」と回答した者の割合が34�6％と最も高く、次いで、「使い道が
ないから」が29�5％となった（図表1-6-6）。

図ද1�6�6 土地を所༗したいとࢥわない理༝

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
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૬ଓ手ଓ͕ෳࡶͰ໘౗ͩから
ച٫する࣌に金મ的なଛࣦ͕ൃ生するか΋͠Εないから

ͦのଞ Θからない ແճ౴
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次に、自らが住むための住宅の所有に関する国民の意識をみると、持ち家志向か借家志向
かについて、「土地・建物については、両方とも所有したい」と回答した者の割合が68�3％
となった。
また、圏域別の結果では、「土地・建物については、両方とも所有したい」と回答した者
の割合が、大都市圏と地方圏で、それぞれ68�1％、68�4％となった（図表1-6-7）。

図ද1�6�7 向かࢤ向かआՈࢤちՈ࣋
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資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ
ɹ஫：ݍҬ۠෼͸ਤද�ô�ô�ʹಉ͡
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望ましい住宅の形態に関する国民の意識をみると、「一戸建て」と回答した者の割合が
54�9％「戸建て・マンションどちらでもよい」と答えた者の割合が21�3％、「マンション」と
答えた者の割合が14�3％となった。
また、圏域別の結果では、「一戸建て」と回答した者の割合が、大都市圏と地方圏で、そ
れぞれ47�2％と60�5％で、地方圏が高い結果となった。一方で、「マンション」と回答した
者の割合は、大都市圏と地方圏で、それぞれ19�5％と10�6％で、大都市圏が高い結果となっ
た（図表1-6-8）。

図ද1�6�8 ๬ましい住宅ܗଶ
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次に、不動産取引時に主にどのような情報を参考にしたか（又は、参考にするか）国民の
意識をみると、「周辺の公共施設等の立地状況・学区情報」をڍげた者の割合が62�1％と最
も高く、以下、「ハザードマップ等の災害に関する情報」が41�5％、「住宅の維持保全に関す
る情報」が31�0％の順となった（図表1-6-9）。

図ද1�6�9 ෆ動産取引時にߟࢀにしている情報（ハザードマップ等の非価格情報）（ෳ数ճ౴）

0 10 20 30 40 50 60 70ʢ�ʣ

ϋβʔυϚοϓ等の災害に
関する情報

पลの公共施ઃ等のཱ地ঢ়گ・
ֶ۠情報

住宅のҡ࣋保全に関する情報

աڈの取引ཤྺ

にݶ制等の๏ྩ制ن͞ߴ
関する情報

ͦのଞ

ແճ౴ 3�6

4�6

10�0�

28�5

31�0�

41�5

62�1

3�6

4�6

10�0�

28�5

31�0�

41�5

62�1

資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ

ハザードマップ等の災害に関する情報を参考にした（又は、参考にする）と答えた者に、
そうࢥう理由として、近年の災害の発生状況は影響しているかをฉいたところ、「影響して
いる」と答えた者の割合が89�7％、「影響していない」と答えた者の割合が7�6％となった
（図表1-6-10）。

図ද1�6�10 ハザードマップのબ୒に係るۙ年の災害発ੜのӨڹの༗ແ
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資料：国土交通省「土஍໰୊ʹؔ͢Δ国ຽͷҙࣝ調査」ʢྩ࿨̎೥౓ʣ

Өڹ て͠いる Өڹ て͠いない ແճ౴

43

土
地
に
関
す
る
ಈ
޲

ྩ࿨̎೥౓のෆಈࢢ࢈৔等のಈ޲ ୈ1ষ


	210602_土地白書_全通しweb.pdfから挿入したしおり
	土地2021_2


